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１． はじめに 
 パリ協定はプレッジ＆レビューの仕組みである。すべての国が自主的に目標と達成方法を決め、5 年

ごとに提出する（第 4 条 2 項、第 4 条 9 項）。目標見直しにあたっては、従前の目標に比べて前進させ

るよう求めている（第 4 条 3 項）。また、効果的な実施を促すために、透明性を高めた形で、すべての

国が共通かつ柔軟な方法でその実施状況を報告しレビューを受けるものとされている（第 13 条）。パ

リ協定が実効ある形で排出削減を行っていくためには、レビューをいかに適切に実施できるかが重要

になると考えられる。提出された国別貢献 NDCs（Nationally Determined Contributions）を、その

排出削減努力をいかに適切に評価し、可視化するかは、野心度向上に向けて大変重要と考えられる。

RITE では、米国の未来資源研究所（RFF）、イタリアのエニ・エンリコ・マッテイ財団（FEEM）等

と協力しながら、NDCs の排出削減努力を評価するのに適切と考えられる複数の指標に基づく評価を

実施してきている。また、2℃目標との関係性についても評価している。 
これらは、タラノア対話の「質問 1 – 我々はどこにいるのか」への回答にもつながるものである。 

 
２． NDCs の排出削減目標を排出削減努力として比較可能にする指標化 
各国 NDCs は、基準年（各国によって異なった基準年）からの排出削減率の目標、CO2 原単位目標、

成り行きケース（明確に定義されている場合もあれば、されていない場合もある）からの排出削減量・

削減率目標など様々である。衡平な排出削減努力を測り、世界において効果的な排出削減を実現してい

くためには、これら NDCs を比較可能な形で指標化することが必要である（Aldy et al. 2017 などを参

照）。以下のような指標が考えられる。 
(a) 簡単な指標（簡単に計測、再現が可能） 
   - 同一の基準年に換算して算出した排出削減率    等 
(b) より高度な指標（より良く比較できるが、予測が必要） 
   - ベースライン排出量からの排出削減率  
   - GDP あたりの排出削減量・削減率             等 
(c) 更に高度な指標（最も包括的に比較できるが、モデル推計が必要） 
   - エネルギー価格への影響 
   - CO2 限界削減費用 
   - GDP あたりの排出削減費用                    等 

 ただし、それぞれの指標は長所、短所が存在している。排出削減努力を適切に評価できる万能な指標

は存在せず、複数の指標を総合的に評価することが重要である。ただし、排出削減費用に関する指標は、

その中でも包括的に努力を計測できる可能性のある指標であり、この詳細検討は重要と考えられる。 
 

３． 複数指標による各国排出削減努力の評価 
 RITE では、2015 年 10 月 1 日までに UNFCCC 事務局に提出があった 119 カ国の約束草案につい

て分析、評価を行った。ただし、排出削減費用に関する評価は、評価モデルの制約上、そのうち 20 カ

国についてのみ評価した。以下にいくつかの指標による評価結果を示す。図 1 は GDP（MER）あた

り GHG 排出量、図 2 は GDP あたり排出削減費用を、図 3 は CO2 限界削減費用によって、NDCs の

排出削減努力を評価した結果である。排出削減費用については（図 2、図 3）、RITE の世界エネルギ

ー・温暖化対策評価モデル DNE21+を用いて推計を行った。 



 

 

 
図 1 2030 年における GDP（MER）あたり GHG 排出量の国際比較（出典：Akimoto et al., 2016） 

 

 

図 2 2030 年における GDP あたり排出削減費用の国際比較（出典：Akimoto et al., 2016） 
 

* 上下限で幅がある国は平均値を表示
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図 3 2030 年における CO2 限界削減費用の国際比較（出典：Akimoto et al., 2016） 

 
 図 3 で見られるように、スイス、日本、EU28 の CO2 限界削減費用は、200$/tCO2 を超える水準に

あると評価されている一方、中国やインド等では 0$/tCO2 と評価されており、NDCs の限界削減費用

は国によって大きな差異があると推計される。なお、この時の世界全体の排出削減費用は、GDP 比で

0.38%程度と見込まれている。一方、各国の NDCs によって得られると見込まれる世界全体の排出削

減量を、世界全体で最も費用効率的に達成した場合（各国の限界削減費用が均等化する排出削減分担

となる）、CO2 限界削減費用は 6$/tCO2、GDP 比排出削減費用は 0.06%と推計された。このように、

各国が NDCs を達成した場合の世界全体の排出削減費用 0.38%は、世界全体で最も費用効率的となる

排出削減分担の下での 0.06%に対して 6.5 倍程度と相当大きな費用になると推計される。 
まず言えることは、現実には世界の限界削減費用は完全に均等化することは難しく、費用最小化よ

りも相当程度大きな費用がかからざるを得ないということを認識する必要がある。一方で、限界費用

に差異があり過ぎれば、CO2 の国際的なリーケージを誘発してしまいやすくなり（第 5 節参照）、それ

によって持続的な対策も難しくなる可能性もあるので、今後、排出削減目標について、国際的にでき

るだけ調和を図っていくことが重要と言える。 
なお、排出削減費用の推計は、モデルを用いるため、推計の不確実性が大きいため、世界の複数の

モデル（4 モデル）を用いた推計も実施した（図 4）。モデルによって、各種対策の費用の想定、原子

力発電の制約の有無等が異なっていたりすることもあり、具体的な推計値については推計幅は大きい

ものの、全般的な傾向としては図 3 と大きな差異はない。先進国は 2℃目標を世界で費用最小化時に必

要と IPCC で推計されている限界削減費用と整合性がある一方、途上国は差異が大きい。そのため、

限界削減費用から見ても、世界全体としては NDCs は 2℃目標とギャップが存在していることを示し

た。 
 

0 
0 
0 
0 
1 
4 

12 
14 

27 
33 

54 
58 

70 
85 

95 
144 

166 
210 

378 
380 

0 50 100 150 200 250 300 350 400

中国

ウクライナ

インド

トルコ

南アフリカ

ロシア

ベラルーシ

カザフスタン

メキシコ

豪州

タイ

東欧諸国(EU非加盟国)
ノルウェー

米国

ニュージーランド

韓国

カナダ

EU28
日本

スイス

CO2限界削減費用（$/tCO2）

米国 (2025)

【世界GDP比削減費用】 NDCs:0.38%、最小費用：0.06%
最小費用（限界削減費用均等化）：6$/tCO2

* 上下限で幅がある国は平均値を表示



 

 
図 4 複数モデルによる NDCs の CO2 限界削減費用推計（2025～30 年の平均値）（出典：Aldy et al. 
2016） 
 
４． 日米欧 NDCs の排出削減費用に関する詳細評価 
 日米欧それぞれの成り行きケース（および現状政策ケース）における排出削減見通しと、NDCs に

おける排出削減目標を図 5 に示す。日米欧いずれも NDCs とはギャップが大きく、排出削減目標の達

成が容易ではないと見られる。また図 6 は、日米欧について、いくつかの国内政策や社会的制約を考

慮した場合の NDCs の CO2 限界削減費用を推計したものである。日米欧いずれにおいても、国内対策

として費用最小化での NDC 達成を想定した限界削減費用よりも、ここで取り上げた要素を考慮しただ

けでも 3 倍前後に限界削減費用が上昇するとの結果が得られた。現実の政策や社会制約を踏まえる

と、排出削減費用はより一層大きく、この面からも NDCs 達成はそう容易なものではないことが示唆

される。 
 



 

 
図 5 日米欧 NDCs の排出削減目標（通常排出見通しとのギャップ）（出典：Victor et al, 2017 を改

変；Akimoto et al., 2018） 
 

 
図 6 日米欧 NDCs の CO2 限界削減費用（各種制約による差）（出典：Akimoto et al., 2018） 

 
５． 各国 NDCs による国際競争力への影響評価 
 各国 NDCs の経済全体への影響と主要エネルギー多消費産業への影響について、RITE で開発して

きた世界エネルギー経済モデル DEARS によって試評価を行った。分析ケースとして、ケース 1：各国

NDCs を各国国内の主要政策を考慮したケース、ケース 2：各国 NDCs をそれぞれの国の国内は費用

最小化されると仮定したケース、ケース 3：世界全体で費用が最小化（限界削減費用が均等化）される

と仮定したケース（排出枠としても世界限界削減費用均等化での割り当て）、の 3 ケースを分析した。
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ケース 1 では日米欧などの先進国の GDP 影響が大きく、とりわけ化学や鉄鋼部門への影響が大きい。

一方、ケース 2 では若干影響が低減される。ケース 1 や 2 ではロシア、中国、インド等への産業の移

転（リーケージ）が見られる。ケース 3 の場合には先進国の影響はほとんど生じない。 
 

 
図 7 2030 年における主要国の NDCs 排出削減目標による GDP 影響（出典：Akimoto et 
al., 2018） 
 
Case1: NDCs 

 
Case2: Equal MACs among sectors within each nation (Autarky) 

 
Case3: Equal MACs among nations and sectors (Global trade) 

 
図 8  2030 年における主要国の NDCs 排出削減目標による主要エネルギー多消費部門に

おける粗生産額への影響（出典：Akimoto et al., 2018） 

-2.5%

-2.0%

-1.5%

-1.0%

-0.5%

0.0%

0.5%

US EU Japan China India Brazil South

Africa

Russia W orld

average

C
h
a
n
g
e
s
 in

 G
D

P

(%
, 
re

la
ti
v
e
 t
o
 t
h
e
 b

a
s
e
lin

e
)

Case1

Case2

Case3

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

US EU Japan China India Brazil South

Africa

Russia W orld

average

C
h
a
n
g
e
s
 in

 G
ro

s
s
 O

u
tp

u
t 

(r
e
la

ti
v
e
 t
o
 b

a
s
e
lin

e
) iron & steel

chemicals

non-metalic

minerals

pulp & paper

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

US EU Japan China India Brazil South

Africa

Russia W orld

average

C
h
a
n
g
e
s
 in

 G
ro

s
s
 O

u
tp

u
t 

(r
e
la

ti
v
e
 t
o
 b

a
s
e
lin

e
) iron & steel

chemicals

non-metalic

minerals

pulp & paper

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

US EU Japan China India Brazil South

Africa

Russia W orld

C
h
a
n
g
e
s
 in

 G
ro

s
s
 O

u
tp

u
t 

(r
e
la

ti
v
e
 t
o
 b

a
s
e
lin

e
) iron&steel

chemicals

non-metalic

minerals

pulp&paper



 

 
６． NDCs と 2℃目標との関係性 
最後に 2℃目標のための世界の温室効果ガス排出経路と NDCs から期待される 2030 年の温室効果ガ

スとの関係性について分析した結果を示す（図 9）。2013～14 年にかけて公表された気候変動に関する

政府間パネル（IPCC）の第５次評価報告書（AR5）では平衡気候感度は 1.5～4.5℃（最良推定値は合

意できず）としている（IPCC 第３次評価報告書（TAR）までは 1.5～4.5℃、最良推定値が 2.5℃と評

価。一方、2007 年の第４次評価報告書では 2.0～4.5℃、最良推定値 3.0℃と評価）。そこで、2℃目標

の排出経路導出にあたっては、気候感度が 3.0℃の場合に加えて、2.5℃の場合についても気温上昇目

標に対する排出経路を示している（なお、450 ppm CO2eq の排出経路は、気候感度 3.0℃が最頻値の

ときに 66%以上の確率で 2℃以内を期待できる経路）。気候感度が 3.0℃の場合は、NDCs で期待され

る世界排出量と 2℃目標のための経路とは大きなギャップが見られるが、気候感度が 2.5℃の場合には

21 世紀後半の大幅な削減次第では 2℃目標達成の排出経路に整合している。技術革新による 21 世紀後

半の排出削減は、2℃目標の達成の成否において極めて重要である。 
 

 
図 9 2℃目標等の排出経路と NDCs の世界排出量の見通し（出典：Akimoto et al., 2016 を一部改

変） 
 
７． まとめ 
 提出されている NDCs は、2℃目標の排出経路とは大きな排出ギャップが存在している。しかしなが

ら、革新的技術開発等によって、21 世紀後半に大きく排出削減が達成でき、かつ、気候感度が若干低

位（例えば平衡気候感度が 2.5℃程度）であった場合には 2℃以内を達成できる可能性もまだ残されて

いると推計された。しかしながら、とりわけ多くの先進国の NDCs は達成がそう容易ではない目標が

提出されており、経済成長が想定よりも低くでもならない限り、相当高い排出削減費用を要する可能

性が高い。また、NDCs は、各国間での限界削減費用の差異が大きい状況であり、産業のリーケージ

ひいては CO2 のリーケージを誘発してしまう可能性も見込まれる。各国間で、排出削減努力の差異が
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2050年に最小費用でも320$/tCO2

約束草案で期待される世界排出量を最小費用
（限界削減費用均等化）で実現する場合は、
2030年の限界削減費用は約6$/tCO2



 

小さくなり、また限界削減費用についても差異が小さくなるようにしつつ、一部の国については野心

度を引き上げていく努力が望まれるところである。さもなければ、持続的かつ効果的な世界の温室効

果ガス排出削減につながらず、2℃目標とのギャップは一層広がっていく危険性がある。 
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